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はじめに 

 

 

平成18年４月に「障害者自立支援法」が施行され、３障害を一元化したサー

ビスの提供が開始となり６年が経過しました。新体系のサービスへの移行も平

成23年度が最終年度となり、障害者自立支援法のもとで大きく変化してきた障

害者福祉の施策が，ひとつの節目を迎えたところでございます。 

 この間，笠岡市では「笠岡市障害者福祉計画」「笠岡市障害福祉計画」を策定

し、障害のある人が住み慣れた地域で，社会の一員として自立した生活を確立

するため，各種の障害者施策に取り組んでまいりました。 

国においては，「障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する

法律」の制定，「障害者基本法」や「障害者自立支援法」の改正を行い制度の充

実を図ってきました。 

また，障害者自立支援法を改正した「障害者総合支援法」の制定に向けた動

きもあり，障害のある人を取り巻く社会情勢は大きく変化することが予想され

ます。 

このような状況を踏まえ，「障害のある全ての人が 住み慣れた地域で自分ら

しく暮らせる福祉のまちづくり」を基本理念に掲げ，障害者施策・障害福祉サー

ビスの更なる充実を目指して「第３次笠岡市障害者福祉計画」「笠岡市障害福祉

計画（第３期）」を策定しました。 

今後は，本計画の実現に向けて，市民の皆様をはじめ関係機関や関係団体等

の方々との連携と協働により様々な施策を推進してまいりますので，より一層

のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり貴重なご意見・ご提言を賜りま

した多くの方々に心から厚くお礼申し上げます。 

 

平成２４年３月   

 

笠岡市長 高 木 直 矢 
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第１章 計画の基本的な考え方 

 

 １ 計画策定の目的 

    平成18年４月から，障害のある人が地域で安心して暮らせる社会を目指して，「障

害者自立支援法」が施行され，市町村が実施主体となり身体障害，知的障害，精神

障害の障害種別の枠を越えた一元的なサービスが提供されるなど，それまでの支援

費制度から仕組みが大きく変わりました。 

本市においては，障害者施策を計画的に実施するために，施策全般の基本計画と

なる「第２次笠岡市障害者福祉計画」とサービス提供体制の確保について定める「笠

岡市障害福祉計画（第１期）」を一体的に策定しました。 

一方，国では，障害者施策の総合的かつ効率的な推進を図るため，平成 21年 12

月から「障がい者制度改革推進会議」が開催され，制度改正に向けた検討が行われ

てきました。 

平成23年６月には「障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する

法律」が公布され，平成 24年 10月から施行になりますが，この法律により障害者

虐待防止の取り組みが大きく進展するものと期待されています。さらに平成23年８

月には，障害のある人の自立と社会参加の支援に関する施策の基本原則を定める「障

害者基本法」が改正されました。 

平成 22年 12月には「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害

保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係

法律の整備に関する法律」が公布され，障害者自立支援法と児童福祉法に関連して，

利用者負担や障害者の範囲の見直し，相談支援の充実，障害児支援の強化，地域に

おける自立した生活のための支援の充実など，新たな枠組みが示されています。 

このような法改正の動向を踏まえながら，本市における障害者施策の一層の充実

に向けて総合的な視点から施策の体系化を図り，各種施策の方向性を示す計画とし

て「第３次笠岡市障害者福祉計画・笠岡市障害福祉計画（第３期）」を策定するもの

です。 
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 ２ 計画策定の考え方 

（１）法的な位置づけ 
   今回の見直しでは「障害者福祉計画」「障害福祉計画」で定めるべき事項を包括

した「第３次笠岡市障害者福祉計画・笠岡市障害福祉計画（第３期）」（以下，本

計画とする。）として策定することとします。 

 

「第３次笠岡市障害者福祉計画」 

“障害者基本法”第11条３項に基づく「市町村障害者基本計画」として策定し，

障害者施策全般に関わる基本理念や基本方針，目標を定める計画です。 

 

  「笠岡市障害福祉計画（第３期）」 

     “障害者自立支援法”第88条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」として策

定し，基本方針に則して障害福祉サービス，地域生活支援事業の提供体制の確

保等に関わる計画です。 

 

 

（２）勘案すべき法律 
     本計画の策定において，法改正に沿った適切な見直しを行います。そのために

勘案すべき必要がある法律については以下の４つとなっています。 

 

「障害者基本法の一部を改正する法律」（平成23年８月５日公布） 

障害者基本法の改正法案として平成 23年８月５日に国より公布され，「全て

の国民が，障害の有無にかかわらず，等しく基本的人権を享有するかけがえの

ない個人として尊重されるものである」との理念にのっとり，お互いの人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会実現を目的とし，障害者の自立及び社会

参加の支援等の施策等について基本原則を定めるとしています。 

障害者の定義として発達障害が明記され，基本的施策として新しい項目が新

設されています。 

  ～基本的施策関係（新設抜粋）～ 
【１】差別の禁止（第 4条） 
【２】リハビリテーションの提供（第 14条） 
【３】障害者の教育環境の整備（第 16条） 
【４】療育への支援（第 17条） 
【５】相談対応のための体制整備（第 23条） 
【６】防災及び防犯（第 26条） 
【７】消費者としての障害者の保護（第 27条） 



 ３ 

 
 
【８】選挙等における配慮（第 28条） 
【９】司法手続における配慮（第 29条） 
【10】国際協力（第 30条） 

 

「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施

策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関

係法律の整備に関する法律」（平成22年12月10日公布） 

   障害者制度改革推進本部等における検討を踏まえて，障害保健福祉施策を見

直すまでの間において，障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備

に関するものとして，平成22年12月10日に国より公布されています。 

～概要～ 
【１】利用者負担の見直し 
【２】障害者の範囲の見直し 
【３】相談支援の充実 
【４】障害児支援の強化 
【５】地域における自立した生活のための支援の充実 
 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律」（平成23年８月30日公布） 

地方自治体の自主性を強化し，自由度の拡大を図るため市町村障害福祉計画

の規定の一部を廃止または努力義務とすると同時に，これまで都道府県知事，

指定都市および中核市の長が処理をしていた身体・知的障害者相談員への委託

による相談対応や援助，育成医療の支給認定等について市町村に権限が移譲さ

れました。 

～障害保健福祉分野に関する記載～ 

【１】義務付け・枠付けの見直し 

【２】基礎自治体への権限移譲 

  

「障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平

成23年6月24日公布） 

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり，障害者の自立及び

社会参加にとって虐待の防止は極めて重要であるとして，障害者に対する虐待

の禁止，国等の責務，虐待を受けた障害者に対する保護と措置，養護者に対す

る支援を定めることで障害者の権利利益の擁護に資することを目的としていま

す。 
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～定められる市町村の対応～ 

【１】体制整備に向けた検討 

【２】都道府県研修の受講 

【３】体制整備に向けた具体的な準備 
 

 

 

 ３ 計画の期間 

  本計画の計画期間については，障害者福祉計が笠岡市の障害者保健福祉の大きな

方向性を示すものであるため，第２次同様に６年間の計画とします。また，障害福

祉計画については障害者自立支援法附則第３条※により「施行から３年の見直し」が

規定されているため３年間の計画とします。 

また，現在国において制度の見直しに向けた検討・協議がなされているため，今

後の国の動向を見ながら必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

21年
年度

22年
年度

23年
年度

24年
年度

25年
年度

26年
年度

27年
年度

28年
年度

29年
年度

第２次笠岡市障害者
福祉計画
（H18～H23）

第３次笠岡市障害者福祉計画
（H24～H29）

笠岡市障害福祉計画
（第２期）
（H21～H23）

笠岡市障害福祉計画
（第３期）
（H24～H26）

見直し

見直し

 
 ※障害者自立支援法附則第３条 

  第３条 政府は，この法律の施行後３年を目途として，この法律及び障害者等の福祉に関する他の法

律の規定の施行の状況，障害児の児童福祉施設への入所に係る実施主体の在り方等を勘案し，

この法律の規定について，障害者等の範囲を含め検討を加え，その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」 

国では「障がい者制度改革推進本部」等での検討を踏まえ，地域社会における共生を実現

するため，障害者自立支援法に代わる新たな制度として「障害者総合支援法」についての検

討・協議が行われており，平成25年４月に施行が予定されています。 

そのため，国の動きに合わせて適宜体制の整備等行っていくことが重要となっており，笠

岡市でも県・近隣市町との情報交換を行い，国の動向を把握していきます。 
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 ４ 計画策定体制 

（１）笠岡市福祉施策審議会 

   障害福祉事業所や家族会をはじめ，医師会や歯科医師会，さらに公募市民を含

めた15名で構成する「笠岡市福祉施策審議会」において，計画についての協議を

行いました。 

 

（２）意見を聞く会 

 計画策定の実務を担う機関として，障害のある人，家族会，保護者団体，井笠

地域自立支援協議会，ボランティア団体，学識経験者など関係者22名により「意

見を聞く会」を組織し，幅広く意見や提案をいただくとともに計画の内容につい

て協議を行いました。 

 

 

 

 


